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表１ 調査研究協力者会議において整理された内容（概要） 










































































   表２ 学習指導要領改訂の概要 
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   表２ 学習指導要領改訂の概要 














































 a. 情報教育の達成目標が明確ではない 
   小、中、高及び各学年における指導内容の
レベルの差が不明瞭であるなど。 
 b. 情報教育の指導範囲がやや抽象的 





























































       表４ 各学校段階における学習活動の具体的展開例（2006年） 









































































































202 Bulletin of Tokyo Denki University, Arts and Sciences No.14 2016
       表４ 各学校段階における学習活動の具体的展開例（2006年） 
















































































































































































文部科学省 小学校学習指導要領（平成 20 年 3 月告示） 
文部科学省 中学校学習指導要領（平成 20 年 3 月告示） 
文部科学省 高等学校学習指導要領（平成 21 年 3 月告示） 
文部科学省 教育の情報化ビジョン（平成 23 年 4 月） 
文部科学省 教育の情報化に関する手引き（平成 22 年 10 月） 
文部省 教育課程審議会のまとめ    （平成 10 年 7 月） 
文部省 体系的な情報教育の実施に向けて (平成 9 年 10 月) 
文部省 学制 120 年史(臨時教育審議会の項) (平成 4 年 9 月) 
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